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触法行為者を支援する意義

触法行為

生きづらい

逮捕・実刑

安心・安全で
生きづらくない
生活

入口支援

出口支援

通常の支援

刑務所

・障害、貧困、生い立ちの不遇
等により生きづらさを抱えてい
るが、支援が届いていない。
・生きづらさが犯罪として顕在
化する。
・罰するだけでは生きづらさは
解消されず、再び罪を繰り返し
負のスパイラルに陥る。
・どこかで支援を行うことによ
り生きづらさを緩和し、負のス
パイラルから遠ざける。
・加害者にさせないことは、被
害者を生まないことでもある。



触法障がい者・高齢者支援年表（概略）

2003年 山本譲司『獄窓記』発表「刑務所の中に福祉的支援の必要な人がいる」

2006年 下関駅放火事件。前科10犯の高齢知的障害者。「刑務所に戻りたかった」

厚生労働科学研究「罪を犯した障がい者の地域生活支援に関する研究」

2007年 刑務所に社会福祉士の配置開始 →出口

2009年 保護観察所に調整担当官の配置開始 →出口

         各都道府県に地域生活定着支援センターの設置開始 →出口・入口

   指定更生保護施設に福祉スタッフの配置開始 →出口・入口

2013年 検察庁に社会福祉アドバイザー配置開始 →入口

2018年 地域再犯防止推進モデル事業実施

2021年 被疑者等支援業務事業実施 →入口



入口支援の必要性

• 「特別調整」の仕組みや矯正施設・保護観察所への社会福祉士への

配置など、最初は出口支援に力点が置かれていた。

• 出口支援だけでは不十分な理由

→刑務所経験は主体性を奪い、生きづらさを悪化させる可能性がある。

→起訴猶予や執行猶予で許されている内に支援を行うことで、刑務所を

回避できる可能性がある。

→入口支援の方が対象者の規模が大きい。

・・・など



刑務所まで行く人はごく一部

刑法犯 検挙人数 起訴人数 刑務所入所人数 検挙人数÷服役人数（％）

総数 175041人 62396人 16,152人 約9％

※『令和４年度版犯罪白書』より

※刑事司法手
続きの途中で
年度が変わる
場合があるた
め、厳密な数
値ではない。
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『福祉の司法化』に注意

• “再犯防止”という言葉に潜むニュアンスに注意。

• 再犯させたくないという思いが、本人の権利を奪ってしまうことにならないように。

『司法の福祉化』の例

本人の納得していない行動制限をかける／本人のプライベートな時間・空間を監視する

不適切な行動を回避させるために罰を設定する／本人の望まない支援を強要する

本人から選択権を奪う／本人の金品を勝手に預かる／怒鳴って従わせる・・・等々。

→「刑務所と一緒や」「刑務所の方がマシや」



とは言っても・・・

・リスクが高いときには行動制限をかけたり、管理を強化したりせざるを

得ないことがある。

・本人自身で課題を理解し、コントロールできるようになるには時間がかかる。

→極力、サービス利用前に制限設けることを本人に説明し、了解を得る。

→他の支援関係者には課題を共有し、制限をかけることの理解を得る。

→何らかの制限を設ける場合は、段階的に緩和していく方針を立てる。

（スモールステップがおすすめ）

→支援者は支援対象者と対立するのではなく、支援者の横で課題と

向き合うスタンスで。

課
題



加算を活用する

【地域生活移行個別支援特別加算】

→グループホーム、宿泊型自立訓練、障がい者支援施設

【社会生活支援特別加算】

→自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A型／B型

・矯正施設（刑務所、拘置所など）に入所していた人などが対象

・最長３年間適用

・有資格者による指導体制、年一回以上の研修実施等いくつか条件あり

→支援体制の充実や、工夫をしやすくなる。



理解を
深める
おすすめ
書籍
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